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1 分析視角

本稿の目的は，戦後フランスの労働力需要構造を在仏

外国人移民労働者，ことにアルジェリア人移民労働者と

の関連において，国際経済論的，あるいは発展途上国経

済開発論的視角から検討することである。この問題に対

する分析視角として，フランス労働力市場のもっている

基本的性格および，これに構造的に包摂されているアル

ジェリア労働力市場との接合関係の2点を設定すること

ができる。

第1に，フランスの労働力市場構造は，歴史的にもそ

うであるが，第2次世界大戦以降現在に至るまでの過程

においても，国内労働力市場のみを前提として成立して

おらず， ヨーロッパ周辺部諸国および旧仏領植民地，と

りわけアルジェリアを中心とする労働力市場を下位部門

として包摂している。たとえばここで第1表からフラン

スにおける外国人移民労働者のもつ比重を検討してみる

ならば， 1975年時で在仏外国人移民労働者合計190万人

（家族人員を含めると約890万人）が全雇用に対して占

める雇用比率は9.9％である。この比率はルクセンブル

グ (33.5%）には大きくへだたっているが，それに次ぐ

第2位の高率である。しかも，このなかではアルジェリ

ア人移民労働者が数量的に最も高い地位を占めているこ

とがわかる。他方，アルジェリアにとっても，移民労働

者は量的・質的側面において，きわめて大きな比重を占

めている。 1975年におけるその総数は42万5700人を数

ぇ，アルジェリアにおける全雇用（経済活動人口は約

580万人，就業人口は約379万3000人一77年統計）に対す

る比率は22.6％で移民供給国のなかでは最も高く，これ
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につぐボルトガルの場合は17.5％にすぎない（注l)。そし

てこの移民労働者のほとんど (42万人）がフランスに出

向いている。このように移民労働者の問題は，移民受入

国フランスおよび移民供給国アルジェリアの双方にとっ

てきわめて重要な政治的・経済的問題となっていること

が明らかであろう（注2)。

第2に，アルジェリア人移民労働者がフランス労働力

市場に流入する契機ならびにその初期的過程は，植民地

支配を一つの媒介としているぼ3)。しかし，独立後の現

段階におけるフランスヘの移民労働者流入の問題は，

「植民地遺制」の問題としてだけではなく，戦後フラン

スの労働力市場構造と移民供給国アルジェリアの社会・

経済発展の方向性との関連のなかで検討される必要があ

る。そうすることにより，フランス・アルジェリア相互

間の労働力市場の絡み合いのなかで問題の所在を構造的

に明らかにすることができよう。

というのは，フランスとI日仏領植民地アルジェリア間

における労働力国際移動の規定要因を究明しようとする

際古典派経済学的完全自由競争を前提とすることはで

きず，国境によって規定される国民経済相互間の関係と

して，歴史的・現在的視点から位置づけなければならな

いからである（注4)。このような視点に立脚するならば，

仏・ア間にみうけられる労働力移動も，20世紀初頭以降に

おける労働力国際移動全般にみられる変化の基本的特徴

のなかで考察することができる。すなわち， 20世紀以降

の労働力国際移動は「19世紀的な生産力や蓄積がその世

界性を不可避的に増すにつれ，経済領域をめぐる独占資

本間国家間の対立」が強化され，「帝国主義対立が尖鋭

化するにつれて資本・労働関係にとっての国境の意義は

一面ではがえって強化され，労働力の国際移動は逆にき

わめて限定される面をもってくる」（注5) ということであ

る。このことは，第一次世界大戦の勃発を契機として，

フランス資本主義の延長された国境内に包摂された植民

地アルジェリア人移民労働者の，フランスヘの流入開始
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Ⅱ　戦後労働力移動の基本的特徴
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第 1表 ヨーロッパ主要5カ国における外国人移民労働者 (1975年） （単位：人）
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（出所） OECD, Sophemi Raport 1976, p. 13.より作成。

（注） 1)西アフリカ出身黒人8000人を含む。季節労働者：よ加えない。 2) 1975年9月30日現在。 3)西インド諸

島スリナム出身者を含む。 4)デンマーク出身者を含む。 5)アイルランド出身者を含む。

に如実に示されている（注6)。ところが第二次世界大戦以

降，特にアルジェリアの政治的独立以降現段階に至る過

程における労働力移動は， 「帝国主義対立」の側面のみ

に規定されているものではなく，複数の国民経済相互間

における構造的接合関係の新たな展開過程としてとらえ

る必要がある。

本稿は以下の三つの節から構成される。その 1は，

「戦後労働力移動の基本的特徴」 (II)で， ここでは戦後

フランス労働力市場への外国人移民労働者の流入規定要

因が解明される。その 2は，「労働力需要の重層的構造」

(rn)でフランス労働力市場に流入した外国人移民労働

者が，フランス労働力市場の雇用構造に与えた諸結果の

分析である。その 3は，「移民労働力供給のメカニズム」

(IV)で，フランス労働力市場と深い関連をもつアルジ

ェリア労働力市場における労働力排出のメカニズムにつ

いて考察する。

（注 1) Secretariat d'Etat au plan, Les Resultats 

de l'Enquete Emploi et Statistiques de 197久 pp.

12-13. 

（注2) この点に関しては以下を参照。 Tapino,

G., "Les migrations internationales et la conjoncture 

presente," Prob!切meseconomiques, No. 1472 (Mai 

1976), pp. 3-7. 

（注3) この点に関しては拙稿「フランス資本主義

ど植民地労働」（『月刊アシア・アフリカ研究』 No.

193, 194, 196, 197, 199 1977年 5,6, 8, 9, 11月

号）を参照。

(？t4) 労勤力移動規定要因に関する研究として以

下を参照。森田劫『労働市場分析：、こよる労働経済の研

究』大阪市立大学経済研究叢書第34冊 1971年。

（江5) 森呆『アメリカ資本主義史論』ミネルヴァ

書房 1976年 204ページ。

（注 6) 1914年時における在仏アル／ェリア人移民

労働者は約2000~3000人にしかすぎなかった。また，

第一次大戦勃発を契機とするアルンェリア人移民労働

者のフランスヘの流入は，軍事動員を中心とするもの

てあった。詳しくは拙稿 前掲論文を参照。

II 戦後労働力移動の基本的特徴

1. 移民局 (OfficeNotional d'lmmigrotion-0. N. 1.) 

の設立

外国人移民労働者導入をめぐる課題は，戦後フランス

資本主義の復興過程 (1945~52年）（注1)においてきわめ

て重要な社会・経済政策の一支柱を構成するものであっ

た。本節では，「移民局」(O.N.I)の設立過程に焦点を

おいて，戦後フランス資本主義復興期の労働力導入政策

の基本的特徴を検討する。

ところで，戦後経済復興期におけるフランス資本主義
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の労働力政策の中心は，「底辺部門労働人員を増大させ，

生活必需品生産を行ない，しかも可能なかぎり生産を高

めなければならない」（注2) という国民的課題を実現する

ことにあった。この過程で，労働力需要増大を支えた要

因には，潜在的復興需要の高まりとこれを資金供給の側

面より支えたマーシャル・プランの実施があったこと

は，周知のところである（注3)。しかし，この間，フラン

ス人労働人口はほとんど増加しなかった（第2表参照）

ため，労働力確保の基本的政策として以下二つが打ち出

された。その 1は，国内人口増加政策および農民層流動

化政策（注4)であり，その 2は，外国人移民労働者の積極

的導入政策である。

この二つの政策は， 70年以降移民労働者入国制限処置

がとられるまで，戦後フランス資本主義の一貫した政策

上の特質を構成しているものであるが，前者が成功を収

めるのは1962年以降のことである（注 5)，そのため外国人

移民労働者導入政策が，当面の効果的緊急課題として最

重要視されるに至った。そして，外国人移民労働者の組

織的導入を目的として1945年11月2日，政令 No.45·• 

2658（注6）により「移民局」が労働省管轄下の法人として

設立された。

移民局の設立およびその性格に関して，以下3点を特

徴として指摘することができる。第 1点は，移民局の設

立と同時に従来の「移民総合協会」 (SocieteGenerale 

d'lmmigration-SGI)（注7)等に代表される民間企業や利

益団体による外国人移民労働者の徴募・組織的活動が一

切禁止され，移民局のみが「フランスのために独占的

に，その職業また資格がなんであれ外国人移民労働者を

徴募し，フランスヘの導入を行なう」（注 8)こととなった

ことである。

第2点は，移民局を中心とする外国人移民労働者導入

第2表 フランスにおける労慟力人口 1936~75年~

（単位： 1000人）

了言薔刃人口●●一， •口嘴薔ガ仄石―

--•• (2,：：.64歳） 一〗一度 [_(20..:::..64塾）
1936 I 24,728 11 1968 I 26,680 
1946 I 23,847 11 1969 I 26,977 
1954 I 24,792 11 1970 I 27,308 
1962 I 25,571 11 1971 I 27,664 
1963 I 26,050 11 1972 I 21,968 
1964 I 26,139 11 1973 ! 21,267 
1965 I 26,205 11 1974 i 28,547 
1966 I 26,230 !: 1975 : 28,808 
1967 I 26,445 

（出所） Annuaire Statistique de la France 1976, 

p. 20より作成。
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促進が，政府．経営者（フランス経営者評議会―Conseil

National du Patronat Fran<;aise)，労働組合 (Confedもra-

tion G紐もraledu Travailぉょ改onfもdもrationFra叩aise

Dもmocratiquedu Travail)三者の共通課題，または国民

的課題として提起されたことである。このため移民局

理事会は，上記三者の代表（各々 8名，合計24名）によ

り構成，運営されることとなった（注9!。戦後フランス資

本主義の出発点における労働力政策の中心ともいうべき

この課題が，政・労・使の三者協同により着手されたこ

との背景は，社会党，共産党，人民共和派 (M.P.R.) 

三党連合政権のもとで作成されたモネ・プランの構想が

示唆しているように， 「国有化と参加」という挙国一致

体制の枠組のなかで戦後フランス資本主義の再建が着手

されたことによる（注10)。

しかし，この「国有化と参加」の実質的溝想に関する

労使双方の位置づけは完全に乖離していたし，その方向

性を決定する労使の力関係は，後に検討するように，

「ドルによる民主化」（注11)が進行し三党連合が政治的分

断を深めるなかで，労働組合にとって不利なものとなっ

ていった。したがって，三者の合意のもとに設立された

移民局は，その基底に労使双方の深い対立と矛盾を卒ん

でいたものとして捉えておく必要があろう。

第3点ぱ．移民局は外国人移民労働者の独占的導入活

動にあたったとはいえ，その活動対象領域は従来の「伝

統的移民供給国」（注12)であるスペイン，ボルトガル， ト

ルコ，ユーゴスラビア等のヨーロッパ周辺部諸国と外務

省管轄下のモロッコ，チュニジアのみであり，アルジェ

リアは内務省管轄下におかれていた。にもかかわらず，

アルジェリアは最大の移民労働者供給源として存在する

に至り，移民局を組織的崩壊へと導びく要因となったの

である。この点については後段で詳論するとして，次に

移民局設立当初の活動と活動内容の変貌の契機について

検討しよう。

2. 移民局の変容

移民局は，ヨーロッパ周辺部諸国に各々「移民労働者

徴募委員会」の設置をもって活動を開始し， CGTも周

辺部諸国（特にイタリア）の労働組合と協力し移民局の

活動を支援した。その実績は第1図にみられるとおりで

ある。

このように．大量の移民労働者の導入を可能とした要

因として，移民局活動の積極性だけではなく， ヨーロッ

パ周辺部諸国における経済的・社会的低滞と．それに起

因する多贔の失業労働人口の存在を指摘しておかなけれ



1980060093.TIF

第 1図 移民局管桔の外国人移民労働者

（アルシェ 1)ア人を除く）
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（出所） Revue Economique de la Banque Na・ 

tionale de Paris (Octobre, 1968), p, 15. 

ばならない（注13)。しかし移民局設立当初においては，フ

ランスの労働力需要は，これら移民労働者のみでは満た

すことができなかった。このため1946年には「移民問題

関係各省委員会」が設立され，特にアルジェリアを中

心としたマグレブ諸国からの労働者導入が推進された

（注14)。この時期にアルジェリア人移民労働者導入が図ら

れた理由として，少なくとも以下2点を指摘しておかな

ければならない。

第 1に，移民局活動によっては緊急に，しかも大量に

移民労働者を徴募することが不可能であったからであ

る。たとえば，政府が予測した1947年度新規必要移民労

働人口は75万人（週48時間労働で算出）であったが，移

民局がヨーロッパ周辺部諸国から導入できたのは， 29万

5000人にすぎなかった。このため，すでにこの年に 8万

5000人のアルジェリア人移民労働者の緊急導入が行なわ

れている（注15)。このようにして，アルジェリアはフラン

ス労働力市場の強力な補給源とみなされるようになった

のであるが， 1946年から48年にかけて行なわれたその移

民労働者の徴募活動は，第二次大戦中「原住民労働力局」

(Direction de la main-d'oeuvre indigene)が用いたの

と同一の方法，すなわち軍による強制徴募の形態であっ

た（注16)。

第2に，アルジェリア人移民労働者のフランス導入は

植民地行政を梃子とする政治・経済上の構想のなかに位

匿づけられていたということである。フランスがアルジ

ェリア人移民労働者の導入を行なったもう一つの理由

は，大戦直後のアルジェリアにおける失業問題が「植民

研究ノート ，＿ n L ー，

地の危機」として顕在化したことであった（注17)。それ

は，第二次大戦中 (1943~45年）仏・ア間の貿易取引関

係が一切断絶し，アルジェリア経済が完全に孤立化した

こと，また、この地域が直接戦場となったことにより，

アルジェリア植民地経済が破綻に瀕したことによるもの

である。このため，ただ単に移民労働者のフランスヘの

流入を促進するだけでなく，アルジェリア国内での雇用

創出も植民地開発計画において強調されている（注18)。

ともあれ，このようにしてフランスに流入を開始した

アルジェリア人移民労働者は，第 2図からも明らかなよ

うに， 1946年から54年（独立戦争発生）まで増加の一途を

辿り，さらに独立後には一層急激に増大していくのであ

る。アルジェリア人移民労働者のフランスヘの流入は第

一次大戦を一つの契機として開始されたが，第二次大戦

後の動向はそれ以前と大きく異なったものである。その

第2図

400,000人

350,000人

I 

300,000人

250,000人

200,000人

150,000人

100,000A 

50,000人

アルジェリア人のフランスヘの流入・

流出 (1946~72年）

1971年12月23日

流人・・・・・・ー・・一

流出

1964年4月JO日

1946 48 50 52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 

（出所） Talha, L., "L'evolution du monuement 

migratoire entre le Maghreb et la France," 

Maghreb Machreck, No. 61 (JanJFeb. 1973), 

p. 21. 
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意味で，第二次大戦までの20年間はタルハ(L.Talha)が

定義しているように「胚芽的移民動向の躊躇期」（注19)で

あった。かくして， 1948年以降，従来の強制徴募にかわ

る「自発的移民」として，しかも家族，村単位での大規

模移民として，アルジェリア人のフランス流入が始まる

のである（注20)。この動きを側面から支えたものとして，

仏・ア間が自由渡航制であったことに加え，移住者に対す

る移民局の厳重な統制がきかなかったことが指摘されよ

う。このアルジェリア人移民労働者の大量流入は，先に

もふれた移民局の三者合議原則を否定する強力な要因と

なった。

すなわち，移民局理事会を構成する労働組合代表にと

っては，それは労働組合による国内労働力市場統制を攪

乱する要因として作用したし，経営者代表にとっては，

低廉な労働力供給源の確保という有利な条件を提供する

ものであったからである。このため移民労働者の流入規

制をめぐって，強化を主張する労働組合代表と，緩和を

要求する経営者・政府代表との対立ぱ激化し，1948年，労

働組合代表は移民局理事会から脱退するに至った（注21)。

また，この時期は，移民局の当初の某本理念が崩壊した

に止まらず，共産党選出議員の政府がらの追放 (47年5

月）， C.G. T.からの労働総同盟・労働者の「力派」

(Force Ouvriere)の分裂（同年12月），およびマーシャ

ル・プラン (1948~52年）の開始に示されるように，政

治・経済分野における「民主化」闘争の退潮期でもあっ

た。そこで，次項では労働力政策を背景とする移民局活

動の変容の結果について考察する。

3. 非合法移民労働者

1951~52年にかけて，戦後経済復興を達成したフラン

ス資本主義は， 1952~62年には重化学工業を基軸とする

産業構造の転換期へとその発展局面を移行する（注22)。か

かる転換を背景にして，第3図に示されるように，低廉

な移民労働者に対する需要は増大し，外国人移民労働者

はフランス経済にとって「構造上の必要不可欠」（注23)な

ものとなる。本節では，移民局の三者合議の原則の崩壊

以降におけるフランスの労働力政策およびその結果につ

いて検討し， 「非合法移民労働者」の発生について考察

したい。

ところで，第2図に見られるよう｝こ，アルジェリア人

移民労働者のフランス流入は， 1954年（独立戦争開始）

まで加速度的に増加し，さらに独立戦争終了後(1962年）

再び急上昇している。しかし，この独立戦争期の54~58

年の減退期にも，建設部門では著しい上昇をみせている

第3図 在仏移民労慟者国籍炉j動向指数

(1962年100)
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（出所） Talha, L., "L'evolution du mouvement 

migratoire entre la Maghreb et la France," 

Maghreb l'vlachrek, No. 61 (Janu./Fev, 1974), 

p. 24. 

（注24)（第4図）。 このことは， ョーロッパ周辺部諸国か

らの移民労働者の導入が容易に行なわれたことを示唆し

ている。ただし，この期間の統計数字は全く不正確なも

のである，という点に注意しておく必要がある。なぜな

らば，形骸化した移民局の形式的管理下では移民の統

制・入国制限が弛緩し「合法移民労働者」の増加ととも

に「非合法移民労働者」のきわめて著しい流入があった

からである。その統制や入国制限措置が回復するのは

1970年に入ってからである。

「非合法移民労働者」とは，パスボートを所持してい

なしか，観光ヒ・ザで入国したまま就業し続けているか，

またはフランスにおける滞在許可期限（就業許可期限）

の経過後も非合法に就業し続ける外国人労働者を意味す

るが，その実数は非合法であるがゆえに正確には把握し

難いサミュト (C.Sammut)の報告によると，その数
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第4図 産業別常犀移民佐慟者；？）動1祠
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（出所） Singer-Kerel ]., "Conjoncture economique et politique fran,;aise d'immigration," in P. J. Bernard, 
ed., Les tra℃ailleurs etrangers en Europe o心 identale,Paris, Mouton, 1976, p. 61 より作成。

は，在仏外国人移民労働者全体比で1952年に20％その後

増加の一途を辿って1969年には80％に達したとされてい

る（注25)。この「非合法移民労働者」の流入は， 50年代およ

び60年代における顕著な現象としてとらえることができ

るが，それはまた， 「戦後フランス経済の奇跡」と命名

されたこの期間の経済発展過程において，フランス資本

主義が数多くの低廉な労働力を必要としたことに規定さ

れているものでもある。と同時に，この「例外的経済成

長期」にとられた労働力政策は，フランスだけでなく E

C諸国全般において「この期間の偏見を不可避的に反映

している」（注26)ものでもある。すなわちこの期間には

「労働者，商品，資本の自由移動は当然のことながら広

汎な領域において，かなり同質的な社会的・経済的諸条

件をつくりだすものとして期待されていた。 •9, …そして

資本は随意に労働過剰領域にむけて移動し，労働者は労

働稀少領域にむかって自由に移動するものと考えられて

いた」（注27)のであった。

この政府やフランス経営者評議会の黙認のもとに助長

された（注28)「非合法移民労者」の流入はいうまでもなく

資本により政策的に企図されたものである。しかし1970

年以降，フランスにおける経済・社会変動が新しい局面

に向うとともに国内労働力市場調整の一環として「正

規」移民労働者の規制，管理が再強化されるに先立っ

て非合法移民労働者が，規制対象とされるに至ったのは

当然のことであっtご注29)。こうした事態の基底には， E

C加盟国内での労働力調整の問題，フランス国内での失

業者数の増加（第9表）と経済的低迷とが大きな要因と

して存在しているが，その背景には，移民労働者をフラ

ンス国内の労働力調整のための伸縮自在な安全弁として

利用してきたフランス労働力市場ならびに労働力政策の

基本的性格があることを見逃してはならない。

では次に，フランス労働力市場の重層的溝造の検討に

移ることにしよう。

信 1) こ;‘)的其り区分は以下にしたがった。

Singer-Kもrel, J., "Conjoncture もconomique et 

politique fran~aise d'imrnigration 1952-1974," in 

Bernard P. J., ed., Les travailleurs ctrangers en 

Europe occidentales, Paris, Mouton, 1976, p. 24. 

（注2) Rustant, M., "L'emlpoi et la durもedu 

travail en France, Hier et demain," Problemes 
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economiques, No. 1490 (Septembre 1976), p. 3. 

（注3) マーシャル・プランについては以下を参照。

Flamant, M., Histoire如conomiqueet sociale con-

temporaire, Paris, Editions Montchrestien, 1976, 

pp. 406-420. 

（注4) この点は以下を参照。 Armengaud,A., La 

population fran,aise au XX'siecle, Paris, Presses 

Univ. de France, 1973, pp. 102ー105.

（注5) Ibid., p. 106. 

（注 6) Gani, L., Syndicats et travailleurs 

immigres, Paris, Editions Sociales, 1972, p. 33. 

（注 7) S.G.I.は1924年設立された， S.G.I.の活

動につしては以下を参照。 Prost.A., "L'immi ‘.， ImmlgratIOn 

en France depuis cent ans," Es,ゎ・it, No. 384 

(Avril 1964), pp. 534-536. 

（注8) Ibid., p. 35. 

（注 9) Gani, op. cit., p. 33. 

（注10) "Programme de Redressement Economiq ue 

et Sociale," CGT, 1948ては政治制度の選択よりも生

産力増大を第 1の国民的課題として提起している。

（注11) Gani, op. cit, p. 14. 

（江12) Fernando, M., "Les travailleursもtrangers

en France, "Revue d'Economie Politique, No. 6 

(Novembre-Decembre, 1978), p. 971. 

（注13) Postan, M. M., An Economic History 

of Western Europe, 194519-64.（宮下武平・中村降

英監訳『戦後ヨーロソバ経済史』 筑摩書房 1969年

49~50ページ参照）

（注14) アルシェリア人移民労働者の導入形態は

「割り当て人員制」 (Regimede quota d'entree)とも

命名されている。

Paulette et Calame, P., Les travailleure etrangers 

en France, Paris, Editions ouvriers, 1972, p. 15.参

照。

（注15) Gani, op. cit., pp, 41-42. 

（注16) Rosanvallon, A., Les aspects economi・

ques de !'emigration algerienne, Univ. des Sciences 

Sociales de Grenoble, 1974, p. 69. 

（注17) この点に関しては以下を参照。

"La Situation Economique de l'Algもrie.Secretariat 

G箪 raldu Gouvemement, Direction de la Docu-

mentation," No. 3406→3407 (Juin, 1967), pp. 3-33. 

また，第二次大戦直後のアルシニリアの現状について
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は以下に詳しい。宮治一雄『アフリカ現代史』 （現代

世界史） 山川出版社 1978年 157~169ページ。

（注18) たとえば， 「アルジェリア開発10カ年の展

望」 (1958年3月）やドゴールが消手した「コンスク

ンチーヌ計画」 (1958年10月）のなかでは， サハラ地

下天然資源の開発を主目的としつつもアルジェリア人

の雁用創出を側面的に強調している。これらの計画の

詳細については前掲 ' "La Situation Econo皿 quede 

l'Algerie……,'’pp. 3-33を参照。

（注19) Talha, L., "L'evolution du mouvement 

migratoire entre le Maghreb et la France," Maghreb 

Afachrek, No. 61 (Jan./Fev. 1974), p. 17. 

（注20) アルジェリア人の移民形態の変化に関する

社会学的分析として以下を参照。

Ath-Messaoud, M. et A. Gillet, L'immigration 

algerienne en France, Paris, Entente, 1976, pp. 

28-30. 

（汀21) Gani, op. cit., p. 14. 

（注22) 1951~62年は，フラソス資本主義の時期

区分として「第二次産業革命」と命名されている。

Singer-Kerel, op. cit., p. 25. 

(r-t23) Castle, S. & G. Kosack, Immigration 

Workers and Class Structure in Western Europe, 

London, Oxford Univ. Press, 1973, pp. 7-8. 

（注24) 常胴移民労働者の就業期問は，最底就業契

約期間が 1~2年またはそれ以上であり，季節移民労

慟者の就業契約期間は最高 7カ月以内てある。詳しく

は以下を参照。 Herin,R., "Les travailleurs saison-

niers d'origine etrangere en France," L'Exode 

Rural, Paris, Editions Merlin, I. N. E. D., 1971, 

p. 232. 

（注25) Sammut, C., "L'immigration clandestine 

en France depuis les circulation Fontanet, Mar-

cellinet Gorse," in Bernard, op. cit., p. 380. 

（注26) Rifflet, R.,''Employment Policy Prospects 

in the European Communities," International 

Labour Revi畑， Vol.113, No. 2 (March-April 

1976), p. 142. 

（注27) Ibid., pp. 142-143. 

(tt28) Sammut, op. cit., p. 381. 

（注29) 具体的には「フランス経党者評議会」によ

る「移民局」復権アピール (1971年）， 内務省今 (72

年 1月24日），労｛動・艇用・人口問題省令 (72年2月23
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III 労働力需要の重層的楕造

1. 雇用構造の二重性

外国人移民労働力市場は，フランス労働力市場のなか

で，フランス人労働者と，同一の基盤の上に成立してい

るものではない。というのは，労働力市場のメカニズム

は，経済的メカニズムのみならず移民供給各国における

国民経済の発展段階の相違に起因する社会的・文化的メ

カニズムの相違によっても規定されるからである（注1)。

このことは異なった国籍（または人種）に対応する雇用

部門の特定化という現象として顕在化する労働力市場

（雇用構造）の重層性としてとらえることができる。以

下この労働力需要の重層的構造の規定要因ならびにその

性格につき検討してみよう。

規定要因の第1は，戦後フランス資本主義の労働力政

策展開過程それ自体が，一方では雇用水準の高度化を計

りつつも他方では，厖大な底辺部門労働力の雇用を必要

としたものであったことに求められる。この要請は，前

者をフランス人労働者が，後者を外国人労働者がそれぞ

れ「分業」したことによって達成されたが（注2)， とく

に，この分業が成立しえたのは，生産技術革命が遂行さ

れる過程において急激な技術変化に適応し続けるために

は，労働者の多面的技術能力が必要とされるにもかかわ

らず，移民労働者の多くの教育水準がきわめて低く（ア

ルジェリア人移民労働者の約70％が文盲）技能労働に就

業することは，不可能に近い状況があったためである。

このことは移民需要国フランスにおける「差別のメカニ

ズム」（注3) としてだけでなく，移民供給国での教育・技

術水準の低さに象徴される文化的・技術的水準の圧倒的

格差に起因するものとしてとらえておく必要があろう。

第 3,4表からも明らかなごとく，末熟練労働者（肉体

労働者，単能エ）を最も多く必要としいるセクターが，

最も多くの外国人移民労働者を雇用していること，また

国籍別に雇用部門が異なっていることからも明らかであ

る。第3表ではアルジェリア人移民労働者が除外されて

いるので，さらにアルジェリア人移民労働者を含む第5

表によって，外国人移民労働者の職能別区分を検討して

みると，フランスヘの主要移民労働者供給国 6カ国のな

かで，ア）レジェリア人移民労働者がポルトガル人移民労

働者とならんで下位職能部門のなかで最も高い比重を占

めていることがわかる。

研究ノート，．• -―  -． 

第2に，このような常雇移民労働者の就業部門別構造

は， 1955~60年を契機としてさらに加速度的に固定化傾

向を示していることが指摘できる。たとえば第4表に示

されているように， 1952年における外国人移民労働者の

雇用部門別順位は， ①農林•水産部門 (35.4%), Rガ

ラス・建築資材および公共事業部門（31.9%），⑧商業・

サービス，その他の部門 (16.5%）となっている。とこ

ろがこのような農業部門優位の雇用構造は1955年以降変

化を示しており， 1974年段階では，①建設・公共事業部

門，その他 (40.9%)，②金属・金属加工， ガラス，建

築資材部門 (14.7%），③商業部門 (12.9%），④農林水

産部門 (12.7%)となっている。このような濯用構造の

変化については，シンガー・ケレ）レ(J.Singer-Kerel)も

「絶対数において肉体労働者および単能エ(0・ S)の雇

用は1964年に最大限となっているが，家内労働者および

熟練労働者の雇用は減少の一途にある。それに反して肉

体労働者の雇用は相対的に増加しており， 68年には移民

労働者雇用の44.6％に達している。……これに反して熟

錬労働者の占める割合は減少しつつあり， 68年には64年

度の4分の 1の約18％になっている」（注4)と指摘してい

る。

第3の規定要因は，戦後フランス経済のなかで最も急

速な成長を遂げた部門一~生産手段生

産部門一ーにおいては，外国人移民労働者の雇用率，特に

熟練労働者の雇用率は相対的に低いにもかかわらず，そ

の内部に雇用の二重構造が形成されている，ということ

である。この点に関してウェデン (W.D. Weden)は以

下のごとく指摘している。 「移民労働者は労働者不足に

よって抑制される生産の発展を助け，同時に低賃金の維

持を可能とし，投資と経済成長に貢献する。自動車組

立部門のような近代的セクターのなかの単純労働には，

多くの移民労働者が雇用されており，移民労働者の雇用

は技術的進歩に遅れをとるものではない。そうではなく

て，労働力需要に一定の二重構造(dualisme)＿フラン

ス人に対する労働力需要と移民労働者に対する労働力需

要一ーをつくりだし，長期的には不均衡要因を生みだし

ている。」（注5)

第4には，労働力需要の重層的構造は国籍別の「賃金

格差」の側面からも指摘しうる。第6表に示されるよう

に，平均月額でみた1974年の賃金は国籍別の格差が著し

い。そのうち最も低いのは北アフリカ（マグレブ三国）

出身者の867.'Zlフランで，これは全労働者平均1567フラ

ンの約半分強 (55.3%)にすぎない。

95 



1980060098.TIF

． ． L ↑ ・研究ノート

第3表 移民局により導入された常届移民労慟者 (1釘4年） （単位： 1000人）

＼一ロ‘ドイツ人 スペイ イタリ モロッ ボルト チュニ＇
1トルコ人

ユーゴス メ

ン人 ア人 コ人 ガル人ジア人 ラビア人 その他 ロ .it
職業分類

- - - -- - -

山 林 1 258 79 1,218 411 29 791 32 37 2,856 
坤蕊． 憔 業 23 383 62 2,358 1,138 532 498 62 265 5,321 
石炭・コークス 13 1,643 2 1,658 
その他の採掘産業 4 6 13 90 89 35 86 3 23 349 

金 属 3 6 62 317 115 17 32 70 26 648 
機 械・電 気 189 290 1,462 1,208 1,152 415 902 337 1,194 7,149 
ガラス・建築資財 6 23 66 408 463 89 466 68 90 1,679 
建 設・公共事業 73 548 1,313 3,469 4,591 1,813 5,540 738 628 18,718 

その他の産業 211 263 722 1,132 1,766 398 1,116 531 1,200 7,339 
商 業 623 294 1,148 937 1,180 470 179 126 : 3,343 8,300 
サ ビ ス 53 541 140 622 3,065 236 ! 28 88 1,035 5,808 
運輸・銀行・行政 346 149 334 670 359 151 37 50 2,540 4,636 

合 9,卜 | 1,532 2,7611 ;,414 | 14,072□ 14,329 4，向一，675-；玉扇 ~3831 64,461 

肉体労慟者 112 I 8321 960 I 7,982 I 5,850 I 1,860 I 2,8531 4161 1,2991 22,164 
単能エ 470 808 2,494 4,745 5,365 1,269 2,737 874 l 3,213 21,975 
専門職労働者 683 I 1,502 I 1,1so I 1,264 3,095 I 1,019 1 4,(Y76 I 782. 3,491 I 17,242 
幹部・技術者 267 69 180} 81 19 42 1 9 I 33 2,380 I 3,080 

合，9|1,532 2,761 5,414 14,072 14,329 4,190 9,675 2,105l―]。,383 64:46: I I 
ヽッ

（出所） Annuaire Statistique de la France, 1976, I. N. S. E. E., p. 61. 

（注） 0. N. I.の分類による。
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第6表 在仏移民労働者国籍別平均賃金

（単位：月額フラン）

国 籍 i 平均賃金
（フラン） 標準偏差 1指数

イ 夕 リ ア 人 1,040.71 464.79 104.3 
ス ペ イ ン‘ 人 1,151.80 406.97 115.4 
ボルト ガル人 1,114.58 331.17 111.6 
ユーゴスラビア人 1,217.98 500.12 122.0 
北アフリカ人 867.27 356.13 86.9 

ア フ リ カ 人 909.58 207.49 91.2 
全外国人労働者 997.58 399.20 100.0 
フランス人＋全外国人
労 働 者 1,567.00 157.0 

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ rr 7., r, 

（出所） Granier, R. and J. P. Marciano, "The 
Earnings of Immigrant Workers in France," 
International Labour Review, Vol. III, No. 2 

(Feb. 1975), p. 153. 

第7表 在仏アルジェリア人の性別・年齢

別構成 (1975年）

（単位：人，カッコ内は％）

ム口 計 710,690 (100) 

嬰
性 483,090 (67.9082) ) 
性 227,600 (32. 

く年齢別＞
0 ~17歳 263,055 (37.0) 
18~24 60,540 (8.5) 
25~34 151, 760 (21. 3) 
35~44 135,245 (19.0) 

45~54 67,760 (9.5) 
55~64 23,755 (0.3) 
65歳以上 8,575 (1.2) 

（出所） Annuaire Statistique de l'.4.lgerie 1976, 

p. 27より作成。

以上4点にわたり，移民労働者雇用構造の重層性につ

いて一般的に触れたが，次に，アルジェリア移民労働者

を個別にとりあげて，その特徴を検討しよう。

2. 在仏アルジェリア人移民労働者

第二次世界大戦後，さらに政治的独立後にかけてフラ

ンスヘの急激な流入をみせたアルジェリア人移民労働者

は， 78年現在で経済活動人口52万6145人，総数88万4320

人で，在仏外国人移民労働者のなかで量的には首位を占

めている。

アルジェリア政府は1973年9月に「移民渡仏禁止令」

を布告したため，それ以降現在に至るまで移民は中断し

たままになっている。しかし，彼らの母国への帰還はさ

ほどみうけられず，またアルジェリア政府による召還措

置もほとんどとられていない（注6)。本項では，これら80

万のアルジェリア人移民労働者の人口学的溝造と雇用構

造の特徴を概観する。

まず，性別・年齢別構成を，統計として入手しえた最

近年のものとして197酵Fセンサスについてみると，第7

表のとおりである。

この年は，総数が71万人余で78年の88万に対して，ぉ

よそ17万人少ない。これによって，この 3年間の人口増

加率が年率7％程度であったことがわかる。フランス国

内での自然増があったとしても，かなりの流入が続いて

いることを示している。この71万のうち男性は68％で48

万，女性は32％で23万であり．男性が圧倒的に高い。こ

れはいうまでもなく単身者が男性に多いことを反映して

いる。ただし性別の年齢構成が得られないので，詳しく

はわからない。

全体としての年齢別構成は第7表に示したとおりで

ある。その特徴の第1は45歳以上の高年齢層がわずか10

％強にすぎないことである。これは移民が「労働」とくに

肉体労働者として流入して来たことの結果であり，労働

できなくなった者は，帰国するかしたのであろう。第2

の特徴は， 17歳以下の未青年層が37％と最大の割合を占

めていることである。この数字が示唆するところは，前

97 
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294,895 1 13,630 I 308,575 1 100.0 I 100.0 

（出所） Annuaire Statistique de l'Algerie 1976: Direction Nationales et de la Comptabilite Nationnale, 

p, 28. 

（注） ＊agricole 

計 100.0 

にもふれたように，単身移住者ではなく家族移住がかな

りの量にのぼったこと，移住の歴史が長くなるととも

に，フランスで出生した者もかなり増加したことの 2点

である。同資料によって， 「世帯人口」が得られるが，

それは61万2490人であり，全人口の86％に達している。

したがって非世帯人口は約10万人にすぎず，上記の推測

を裏づけるものといえよう。ちなみに，同じ資料で与え

られる「家長」は 17万8290人だが，もし仮りに，この

家長の全てが男性でかつ24歳以上であるとすれば，また

24歳以上の女性は全て世帯人口であるとすれば，第7表

にもとづいて計算された24歳以上の男性は28万3000人と

なり，「家長」との差は約10万と，上述の「非世帯人口」

に近い数字となる。こうしたことからも，アルジェリア

人移民労働者には世帯持ちが圧倒的に多いと結論づけら

れよう。なお，一家長あたりの世帯員数を計算すると

3.44人で，夫妻と子供1人または2人というのが，平均

的家族ということになる。

次に経済活動人口と就業率であるが，ここでいう経済

活動人口とは有業人口のことと思われるが，男性31万37

10人，女性 1万7380人，計33万1090人である（注7)。第7表

にもとづいて推計した労働力人口 (18歳以上のもの）は

男性30万4391人，女性14万3243人であるから，男性の有

業人口中には18歳未満の年少労働力もかなり含まれてい

ると考えられ， 働けるものは 100％働いていることにな

98 

る。これに対して女性の場合には，およそ12％が就業し

ているにすぎないことになる。

就業構造は第8表に示した。職種別にみると男性は，

建設・土木・農夫が最も高く (32.6%）これに中間財生

産工業 (19.3%），製造業 (14.4%），店員 (10.1%)が

続いている。女性は店員 (26.0%）を筆頭に，消費財エ

業 (17.0%）， 非商業サービス (14.9%）， 商業 (12.5

％）などが，高い比率を占めている。これを産業別にま

とめてみると，男性では工業（中間財生産，製造業，消

費財工業） 39.7%，建設・土木32.6%，商業・サービス

（商業店員，非商業サービス） 18.8％が中心で，女性

では商業・サービス 53.4%，工業34.5％に集中してい

る。

在仏アルジェリア人移民労働者の産業別職種別分布

は，以上のごとくであるが，それを職能別にみたのが下

表である。これは1978年センサスに基づくもので，上述

の1975年の実態とは若干かけはなれた点もあると思われ

るが，基本的な傾向をうかがうことはできよう。ここか
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ら諫みとれる最も顕著な傾向は，肉体労働単能（未熟練

労働）とされるものが圧倒的な比重を占めていることで

あるが，これは，工業労働者の大半と，建設土木関係の

労働者に対応するものとみてよいであろう。そして，ァ

ルジェリア人移民労働者が，こうした職能に大量に集中

している理由は，その教育水準の低さ（文盲率70%）とそ

れに伴う技術習得度の低さによるものと言えよう（注8)。

（注 1) 労慟力市場の項層化規定要因に関する研究

としては以下を参照。 Albert,W., "Le marche du 

travail stratifie," in Bernard, op. cit., pp. 134-146. 

（注2) C. W. de Wenden, "Les effets de l'im-

migration sur le marche de l'emploi," Problemes 

economics, No. 1490 (Sept. 1976), p. 15. 

（注 3) Albert, op. cit., p. 136. 

（注4) J. Singer-Kもrel,op. cit., p. 35. 

（注5) C. W. de Wenden, op. cit., p. 15. 

（注6) 「移民渡仏禁止令］については以下を参照。

Duchac, R., "Chronique de !'emigration," Annuaire 

de l'Afrifue du Nord 1973, Paris, CNRS, 1973, 

pp. 1063-1069. 

（注7) Revolution Africaine (du 28 juin au 

4 juillet, 1978), pp. 22-23. 

（注8) このためアルシェリア政府のフランス政府

に対する一貫した要求の一つが，在仏アル・ノェリア人

移民労慟者の技術・職業訓練におかれている。詳細は

以下を参照。 F・M・メッラーフ『ECとマグレプの

経済関係』アジア経済研究所 1979年 85-140ペー

IV 移民労働力供給のメカニズム

1. 従属的労働力市場

先に考察したフランス労働力市場の重層的構造は，移

民供給国自体の社会・経済構造に規定される労働力市場

構造との関連のなかで解明されなければならない。しか

し，労働力需要と供給のメカニズムを結合せしめている

要因として，双方の労働力市場における経済的要因だけ

ではなく，それを現実的に媒介する政治的規定要因も重

要である。かかる意味において本項では独立後の仏・ア

間における労働力移動の政治的規定要因について検討し

てみたい。

ところで，政治的独立後の1962~64年の間にフランス

へ流入したアルジェリア人移民労働者の数は，激増して

いる（第2図）。その背兼にあるのは第 1に， 法的側面
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よりすれば，アルジェリアの政治的独立を定めた「エビ

アン協定」 (1962年3月19H)により，仏・ア両国民の

「出入国の自由」 (libertede circulation)が承認され，

植民地支配下における「渡航の自由原則」がそのまま継

続されたことである（注1)。第 2に，戦後復興もままなら

ぬうちに勃発した7年半にわたる独立戦争の結果，アル

ジェリア社会・経済が著しい破綻状況に陥ったことであ

る（注2)。第 3に，フランスの独立アルジェリアに対する

経済援助の一支柱が，アルジェリア人移民労働者の「無

制限」受入であったことである（注3)。

しかしながら，アルジェリア政府が地下天然資源の国

有化(nationalisation)を主張しはじめた1964年以降，フ

ランス政府はアルジェリア人移民労働者受入に対して一

定の政治的規制措置をとるようになった。すなわち，

1964年4月10H締結された「ナカッシュ・グロンバル

(N akkache-Gronval)協定」では，フランス政府がアルジ

ェリア政府に対して6カ月ごとに移民労働者の受入人員

を一方的に通告する「片務協定」に規定されるものとさ

れた（注4)。そして，移民労働者にはフランスヘの入国に

際してそれまで行なわれていなかった検疫・検診が義務

づけられた（注5)。さらに，アルジェリア政府（革命評議

会）のフランス系企業，銀行網の国有化措置に対する

「報復措懺」として， 1968年12月27日協定では，年間受

入数をむこう 3年間に 3万5000人（月平均約1000人）ま

で削減した（注6)。この受入人員削減に対してアルジェリ

ア政府は，年間受入人員5万人を要求している。また，

1971年12月23日協定におVヽ てフランス政府は，この年間

受入数をさらに 2万5000人に削減したが，これと同時期

に，ボルトガル人移民労働者の年間受入入員6万人を承

認している（注7)。その後， 73年9月1日にアルジェリア

政府は「移民渡仏禁止令」を布告した。これによって，

アルジェリア人移民労働者のフランスヘの流入は停止さ

れ，現在に至っている。

この「移民渡仏禁止令」はあくまでもフランスに対す

る政治的対抗策であって，国内における完全雇用が実現

した結果によるものではないのほ言うまでもない。とも

あれフランス政府による，このような制限措置は，アル

ジェリアに対する一つの強圧的政策手段であり，独立後

アルジェリア政府が追求してきた国内雇用政策＝フラン

スヘの労働力輸出政策に大きな障害をもたらした（注8)。

すなわち，アルジェリアは，独立後一貫して国内過剰労

働人口を旧宗主国フランスヘ供給することによって国内

失業問題緩和政策，換言すれば外部依存的問題解決を選
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第9表 ヨーロ yハにおける失業者数 （単位： 1000人）

＼ ～`～ 年度国名~~¥＿  1965 | 1970 T 1973 |―五五―-―五75 ・・ 1 197~— 1977 1978 
—--_,_,-, ----____,, -- --- ―-← -----I 
フランス 142 I 262 I 394 I 498 i 840 I 933 I 1,012 I 1,138* 
ドイツ 147 I 149 I 274 I 538 I 1,074 I 1,060 I 1,030 I 1,013** 
イギリス 339 I 602 I 611 ! 600 I 929 I 1,270 I 1,378 I 1,387* 

←て

（出所） OECD-Observer, No. 95 (November 1978), p. 8. 

（注） ＊ 1978年1~8月平均。

** 1978年1~9月平均。

第10表 外貨準備高と対比した移民送金 （単位： 100万ドル）

年度

外貨準備高
移民送金

1 ・ 19;~ -、 1 ――| ＿ ＿ ＿・・;975 ___-、- -~”V -

1972 [ 1973 I 1974 I 1975 I 1976 I 1977 
| | _|ャr- ~— 

493 I 1,143 1,689 I 1,389 I 1,987 I 1,632 
240 I 368 • 450 I 418 I 454 

→一

％ 

．一 ・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

49 I 32 I 21 I 30 I 24 
（出所） Annuaire Afrique du Nord各年度版より算出。

択してきたが，その可能性を自ら閉ざすこととなったか

らである。しかも，フランスヘの移民労働者の積極的供

給政策をとっていたのは，もちろんア）レジェリアだけで

はない。モロッコ，チュニジアも EC諸国内に各々移民

供給を目的とする諸機関を設置し，その活動を展開し，

アルジェリアと激しい競合関係におかれていた（注9)。

これら供給国にとって，問題状況をさらに複雑化した

のは， 1973年末から74年にかけての石油ショックの勃発

であった。フランスをはじめてとですべての先進工業

国では，有効需要削減政策が推進され，各国とも国内で

の労働力調整が重要課題となっていったからである（第

9表）。 したがって， これとの対応において，移民供給

国における過剰労働力問題は各々の国内問題として顕在

肥大化しつつある（注10)。次項ではアルジェリア国内にお

ける移民労働者排出のメカニズムについて検討してみた

い。

2. 低開発と労働力

独立後アルジェリア政府は， 1973年9月まで一貫して

移民奨励政策をとってきたが（注11)，その基盤には「労働力

輸出政策」が国内失業緩和政策として位置づけられてい

たこと，また移民労働者からの送金が外貨獲得，国際収

支の改善に重要な役割を果たしていたからである。 「経

済尖兵」 (combattantseconomiques)と命名され鼓舞さ

れている在仏アルジェリア人移民労働者からの送金は，

第10表からも明らかなごとく泥大なものであり，この移

民送金のみによって生活を営んでいるアルジェリア人は

100 

300~400万人になると推定されている（注12)。

したがって， 64年以降フランス政府がとった移民受入

制限措置ならびに1973年の「移民渡仏禁止令」は，アル

ジェリア経済に一つの大きな重王となったのである。こ

のような事態にもかかわらず「アルジェリア国民憲章」

(1976年）は「アルジェリアが直面しはじめている問題

は，失業の吸収ではなくて労働力不足によって経済にも

たらされる拘束から免れるために，人民の全面的活用が

問題とされている」（注13)と述べているが， これは現実の

一面をかなり誇張した表現でしかない。

ここで注意しなければならないのばこの「国民憲章」

でいわれているアルジェリアにおける「労動力不足」と

は，労働カ一般あるいは低辺部門労働力の不足ではなく

上級部門労働者(cadres)不足ということである。この不

足は従来より，外国人（フランス人）によって埋められ

てきたのであり，まさにここにアルジェリアから底辺部

門労働者が流出し，高級技術労働者が国外から流入する

「交差現象」が構造的に形成されている。

一方，この交差現象は，アルジェリアの開発政策によ

って制度的に規定されているという側面ももっている

｛注14', アルジェリアの開発政策の重点は重化学工業の優

先的開発であり，いわゆる「工業化における工業部門

の選択」に基礎がおかれてじる。これはティアノ (A.

Tiano)等の指摘にもあるごとく，「大規模生産工業部

門」に開発基軸を定め，高度の資本集中と高度の科学・

技術を不nJ避的に必要とする「労働力節約部門」の飛躍



1980060103.TIF

的拡大を志向する政策である（注15)。このため，一方では

資本形成率を高めるため厳しい「内需凍結」政策がとら

れ，他方ではかかる戦略の遂行によって先進工業諸国へ

の「技術的従属」が深化するのである（注16}。

また，重化学工業部門の優先的開発政策の陰で，農業

改革が遅れていることを指摘しておく必要がある。農業

・農民問題の検討は別の機会に譲るが，全人口の80~85

％が農村人口で占められているアルジェリアにおいて

は，農工間における雇用構造の跛行的性格が著しい（注17)。

最後に，高い出生率と急激な人口増加（年間平均出生

率： 1964~76年で4.9%，年間人口増加率：約3.3%)

（注18)と雇用創出の関係について言及する必要がある。過

剰人口の概念はプロストも指摘しているように「絶対的

概念ではなく，人口と経済の間における一つの関係」（注19)

にほかならないが，アルジェリアの場合，他の低開発諸

国同様に，人口増加と派用創出の間に大きなアンバラン

スがある。アルジェリアの総入口は1979年1月現在1782

万5000人，このうち 0~19歳人口が58.2%(1037万4150

人）， 20歳以上のが36%(641万7000人）（注20)である。この

数字から今後20年間に労働年齢人口到達者数を算出する

と年平均約54万6000人となる。これに対して雇用創出は

一定の進展を示しているが現在の経済活動人口のうち，

就業人口379万3000人と対比するならば，「一人の雇用創

出に対して 2人の失業者が，労働市場に出現している」

ことになる（注21)。かかる意味における人口増加と雇用創

出のアンバランスのなかにも構造的失業創出のメカニズ

ムを指摘しうる。

以上4点にわたって移民労働者排出の規定要因につい

ての考察を行なったが，これらは「社会主義国」アルジ

ェリアの社会・経済構造そのものの低開発性を示してい

るにほかならない。

(It 1)“図 claration gouvernementales du 19 

mars, 1962, relative a l'Algerie," in L'Algerie de 
demain, Press Univ. de France, 1962, p. 243. 

（注2) Benissad, op. cit., p. 251. 

（注3) 1962~66年のフランスの対アルノェリア政

策については以下を参照。拙稿「独立後アルジェリア

の政治・経済」 （『月刊jアシア・アフリカ研究』 Vol.

15, No. 11 1975年11月） 6~68ページ。

（注4) Trebous, M_ et 0. Ouhadj, "L'immigra-

tion de travailleurs algeriens," Project, No. 70 

(Decembre 1972), pp. 1235-1236. 

（注5) Rosanvallon, op. cit., p. 84. 
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（注6) 1964年は月平均約3000人であった。詳しく

は Granotier, B., Les travailleurs immigres en 

France, Paris, Maspero, 1970, pp. 70-71 を参照。

（注7) Ammour, A., J. J. Moulin., et C. 

Leucate., Lavoie algeri切 ne,Paris, Maspero, 1970, 

p. 101. 

（注8) Trebous et Ouhadj, op. cit., p. 1236. 

（注9) モロ；；コ，チュニノアの移民供給計画につ

し、、てはGranotierop. cit., pp. 177ー179を参照。

（注10) チュニジアの移民供給計画の挫折について

は以下を参照。 Annuairede l'Afrique du Nord 

1974, Paris, C. N. R. S., p. 400. 

（注11) Ammour, J-J., Moulin, et Leucate, op. 

cit., pp. 99-103. 

（注12) Ibid., p. 102. しかもこれらアルジェリア

人移民労働者はフランスにおい「定住化傾向」にあ

るという。詳し<(ま以下を参照。 Ath-Messaoudet 

Gillet., op. cit., pp. 28-29. 

（注13) Charle Nationale du Peuple Algerien, 

Paris, Editions Socials, 1976, p. 266. 

（注14) Cubertafond, B., "R組exionssur la pra-

tique algerienre," Maghreb-,"vfacherek, No. 69 

(J uillet, Aout, Sep. 1975), pp. 25-33. 

(ll: 15) Tiano, A, Le developpement economique 

du Maghreb, Paris Presse Univ. de France, 1969 

を参照。

（注16) Bouguerra, K. A. et H. Michel., "Essai 

de dもveloppemnt par consomation massive de 

technol6gie: le cas de I'Algerie," Annuaire de 

l'Afrique du Nord 1976, Paris, CNRS, 1976, pp. 

123-134. 

（注17) アルンェリア自主管理農場の分析について

は以下が詳しい。官治一雄『アルンェリア社会工義と

自主管理農場』アシア経済研究所 1978年。

（江18) Annuaire Statistique de l'Algerie 1976, 

p.切．

（注19) Prost., op. cit., p. 532. 

（注20) Comptes Econcmiques 1974-1977, Dire-

ction des Statistiques et de la Comptabilite Na-

tionale, 1978, p. 4. 

（注21) Minces, J. et G. Chaliand, L'Algerie 

independente, Paris, Editions F. Maspero, 1973, p_ 

143. 
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結 語

本稿の目的は，戦後フランス資本主義の労働力需要構

造の脈絡を，アルジェリア人移民労働力の供給構造との

関連のなかにおいて分析することであった。そして，ァ

ルジェリアの政治的独立 (1962年）を媒介として，継起

的にみうけられるアルジェリアからフランスヘの労働力

流入現象を，アルジェリアを一つのケースとする「開発途

上国」が直面している経済開発上の諸困難の問題として

とらえ，しかも，これをフランス労働力市場のかかえて

いる問題との関連のなかで明確にすることであった。し

たがって本稿のIIでは移民労働力の需要要因の解明にカ

点がおかれ， Illではその結果を「労働力需要の重層的構

造」としてとらえた。そしてIVではアルジェリアにおけ

る移民労働力の供給要因を中心的に検討している。これ

らは概括的に以下 3点に要約することができる。

第 1に，フランスヘの移民労働者の流入は， 1974年11

月以降における移民労働者流入の全面的規制のもとで急

激な減少傾向にあるが， 1954年から75年までのフランス

国内経済活動人口増加 (270万人）に占める外国人移民

労働者の比率は約52％でフランス人を上回っており，フ

ランス労働力市場は，外国人移民労働力を構造的に包摂

することの上に成立しているということ。
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第 2}こ，フランスにおける労働力市場は，どの国籍を

もつものにとっても均ー的なものというわけではなく，

国籍別ごとの重層的労働力市場として成立しているとい

うこと。

第 3に， 73年以降の国際的規模での経済変動の局面に

おいて，アルジェリアを含む移民供給国は，従来のよう

な外部依存的な国内失業問題解決策を選択することがで

きなくなっている（注几換言すれば，国外への労働力輸出

を遂行してきた「開発途上国」は開発政策の重点を自国

内部での雇用創出に設定すべき局面に立たされている，

ということである。この国内失業溝造解明作業は，経済

開発戦略の問題と深い関連をもっているといえよう。

以上3点にわたって本項で扱かった問題点を指摘した

が，今後の課題として，上記 3に焦点をおいた分析の深

化が必要であると思われる。

（注 1) すでに1968年時において「アルジェリア労

謙力的」 (O.N.A.M.O.）；こ提出された移民渡航志顔

者数は29,165人であり，許可人艮は10,554人（競争率

は2.85倍弱）であった。

Ministre Algerien du Travail et des Affairs Sciales, 

ler semestre, 1968. 

（法政大学講師）
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